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本 Discussion Paper は、所内での討論に用いるとともに、関係の方々からのご意見を頂くこ
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（２） 日米間の政府と大学の関係 ～特に財政の観点から～ 
本調査では国際比較の一例として、日米における大学に対する政府支出額の比較を考えた。
大学制度の違いもあるが、日米間で最も大きく異なるのは政府の財政的役割である。日本では国














ため、両国において 2004 年度以降と 90 年代との接続性は低下していると思われる。 
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しかし、以上の調査の結果、国公私立大学に対する国及び地方からの政府支出全体額（研究








   日本（国公立大学：1999 年度）/米国（州立大学  ：1996 年度）＝0.30 
   日本（国公立大学：2004 年度）/米国（公的大学※：2004 年度）＝0.20 
※ 公的大学：連邦政府の国防関係の大学を含むものの、大部分は州立大学である。 
 
   日本（  私立大学：1997 年度）/米国（私立大学  ：1995 年度）＝0.30 




















2004 年度 2005 年度 2006 年度 
日本の国立大学に対する政府研究支出額【方法Ⅰ】
/ 米国の公的大学に対する政府研究支出額  
0.53 0.65 (0.55) 
日本の国立大学に対する政府研究支出額【方法Ⅱ】
/ 米国の公的大学に対する政府研究支出額  
0.19 0.22 (0.23) 
日本の国立大学に対する政府研究支出額【方法Ⅲ】
/ 米国の公的大学に対する政府研究支出額  


























施されていた。1991 年版の次版となる 1994 年版（平成 6 年版）の「科学技術指標」2.において、
当所の研究者を中心とした様々な試行錯誤を経て、「科学技術総合力の国際比較」を目的と
した「科学技術総合指標（General Indicator of Science and Technology：略称 GIST）」の考え
方が導入された。「科学技術総合指標」の内容は後述するが、この総合指標は、それ以降の
1997 年版（平成 9 年版）3.、2000 年版（平成 12 年版）4.、2004 年版（平成 16 年版）5.などに引
き続き掲載されてきた。これらだけでなく、その間においても構成変数値の更新に併せて科
学技術総合指標の値も更新した報告書もいくつか刊行されてきた 6.7.8.9.10.。特に 2005 年版か
らは、2004 年版の構成を基本的には変えずに、データのみを更新した報告書が発行されて
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２．科学技術総合指標 
（1） 科学技術総合指標の定義と特徴 
科学技術総合指標の厳密な定義は、1994 年版（平成 6 年版）から 2004 年版（平成 16 年
版）までの「科学技術指標」（これまでに大きな改訂を 5 回にわたり行ってきており、2004 年版






に関する下記の 13 変数（又は 12 変数）を収集する（途中で使用する変数が変わったもの
もあるが、全体に影響を及ぼすほどの変更ではない）。国内学会誌の論文 11.によると、各
変数の定義は次のとおりである。 
  1) 理学士取得者数（理学士数）：理学系の大学学部においてその年に学士を取得した
人の数。 
  2) 工学士取得者数（工学士数）：工学系の大学学部においてその年に学士を取得した
人の数。 
  3) 研究開発費：国内で研究開発に使用された費用。 
  4) 技術輸入額：特許等技術の権利を外国から購入して外国に支払った金額。 
  5) 研究者数：日本の定義では大学の課程を終了し、かつ現在特定の研究テーマを持っ
て研究開発活動に従事している人の数。各国の定義は OECD のフラスカティ・マニュ
アルに準拠しているとはいえ、多少の相違がある。 
  6) 論文数：学術誌に掲載された論文の数。具体的には、科学と工学のデータベースであ
る SCI に収録された論文。 
  7) 論文被引用回数：学術誌に掲載された論文（上記 6)の出典と同じ）が他の論文に引用
された回数。 
  8) 対内特許登録数：発明者が居住国に申請し登録された特許数（"resident patent”）。
【2000 年版（平成 12 年版）から、この変数に代わって「国内出願特許数」が使用されて
いる。これは、各国の特許出願者が自国に出願した件数。】 
  9) 対外特許登録数：発明者が外国に申請し、登録された特許の数（"external patent”）。
【2000 年版（平成 12 年版）から、この変数に代わって「対外出願特許数」が使用されて
いる。これは、各国の特許出願者が外国に出願した件数。】 
 10） 特許被引用回数：新しい特許の登録時に引用された既存特許の数。 
【この変数は 2000 年版（平成 12 年版）からは使用されておらず、以降は全部で 12 変
数となっている】 
 11) 技術輸出額：特許等技術に関する権利を提供するなどして外国から受け取った金額。 
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12) 工業製品生産額：第二次産業の生産額。この統計は科学技術活動の成果を示すもの





である。【2000 年版（平成 12 年版）から、この変数に代わって「ハイテク製品付加価値
額」が使用されている】 
② 日本を含む５カ国の各国毎にこれらの変数を時系列に並べ、標準化（標準化とは各変数
の単位を消すための線形変換である。平均値を 0、分散値を 1 にする）する。ここでは、各
国のデータが 2002 年まであるため、2002-1981+1=22 年時点。それが５カ国分あるため、
22×5 = 110 もの変数列が 13 変数又は 12 変数分できあがる。 





    
この第一主成分得点係数は各変数の重み係数という、総合指標分析において特に重要




 81-93 年 81-94 年 81-95 年 81-96 年 81-97 年 81-98 年 81-99 年 81-00 年 81-01 年 81-02 年
理学士数 0.319 0.319 0.320 0.322 0.323 0.324 0.323 0.322 0.321 0.319
工学士数 0.246 0.242 0.237 0.233 0.229 0.224 0.218 0.212 0.208 0.204
研究者数 0.332 0.332 0.332 0.333 0.333 0.334 0.334 0.334 0.335 0.336
研究開発費 0.337 0.338 0.338 0.339 0.340 0.341 0.341 0.341 0.342 0.342
技術輸入額 0.043 0.056 0.071 0.078 0.086 0.097 0.108 0.120 0.123 0.130
論文数 0.324 0.326 0.327 0.328 0.329 0.330 0.330 0.329 0.330 0.330
論文被引用回数 0.321 0.322 0.324 0.325 0.326 0.327 0.328 0.328 0.329 0.330
国内特許出願数 0.089 0.091 0.096 0.097 0.100 0.103 0.107 0.112 0.118 0.124
国外特許出願数 0.286 0.280 0.273 0.265 0.258 0.252 0.252 0.248 0.246 0.245
技術輸出額 0.307 0.307 0.308 0.307 0.306 0.305 0.304 0.304 0.303 0.303
工業製品付加価値額 0.331 0.332 0.333 0.334 0.335 0.335 0.335 0.335 0.334 0.333
ハイテク製品付加価値額 0.332 0.332 0.333 0.334 0.335 0.336 0.336 0.337 0.337 0.336
図表 2-1 科学技術総合指標を構成する第一主成分得点係数（固有ベクトル、いわば重み係数）の推移 
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 81-93 年 81-94 年 81-95 年 81-96 年 81-97 年 81-98 年 81-99 年 81-00 年 81-01 年 81-02 年
理学士数 0.939 0.938 0.937 0.939 0.939 0.938 0.935 0.931 0.926 0.921
工学士数 0.724 0.710 0.694 0.679 0.664 0.648 0.630 0.614 0.601 0.588
研究者数 0.977 0.974 0.971 0.969 0.968 0.968 0.967 0.967 0.968 0.969
研究開発費 0.994 0.991 0.989 0.988 0.987 0.986 0.986 0.987 0.988 0.988
技術輸入額 0.126 0.166 0.207 0.228 0.251 0.281 0.314 0.346 0.354 0.374
論文数 0.955 0.956 0.957 0.957 0.956 0.955 0.955 0.952 0.953 0.952
論文被引用回数 0.945 0.946 0.946 0.947 0.947 0.948 0.950 0.950 0.951 0.952
国内特許出願数 0.261 0.268 0.279 0.283 0.289 0.297 0.309 0.324 0.341 0.356
国外特許出願数 0.844 0.823 0.798 0.771 0.749 0.730 0.731 0.718 0.710 0.708
技術輸出額 0.904 0.902 0.901 0.893 0.888 0.884 0.882 0.880 0.876 0.874
工業製品付加価値額 0.976 0.975 0.974 0.972 0.971 0.971 0.969 0.968 0.965 0.962
ハイテク製品付加価値額 0.978 0.976 0.973 0.973 0.973 0.974 0.974 0.975 0.973 0.971
図表 2-2 科学技術総合指標を構成する第一主成分負荷量（主成分ともとの変数との相関係数）の推移 
（2007 年版「科学技術指標」のデータから作成。網掛け部分は 0.8 未満の負荷量） 
 
 
















ているのではなく、「上記の 12 変数（又は 13 変数）の組合せによる第一主成分得点を、科学




























82-88 年 1.3% 1.1% 4.5% 6.2% -0.9% 5.9% 7.9% 6.6% 10.3% -0.4% 2.9% 5.1%
89-95 年 4.1% 3.3% 3.4% 1.2% 0.3% 5.7% 7.5% 0.2% 3.7% 7.4% -1.1% -1.6%日本 
96-02 年 0.9% 0.6% 2.3% 2.5% 5.3% 2.3% 5.8% 2.0% 27.3% 11.8% -1.3% -1.2%
82-88 年 0.9% 0.6% 4.3% 5.2% 15.9% 2.7% 5.0% 3.1% 7.5% 10.8% 2.8% 3.0%
89-95 年 3.4% -0.8% 1.6% 1.1% 12.7% 2.6% 5.2% 6.2% 20.7% 10.0% 1.6% 0.6%米国 
96-02 年 2.1% -1.2% 4.1% 4.2% 12.8% 0.4% 3.5% 10.6% 23.7% 3.7% 0.3% 1.2%
82-88 年 2.1% 6.0% 4.7% 4.5% 13.9% 2.5% 5.3% 0.6% 8.2% 17.4% 2.5% 4.0%
89-95 年 7.5% 3.3% 3.3% 0.2% 6.5% 3.9% 9.5% 3.6% 8.3% 5.7% -1.2% 2.5%ドイツ 
96-02 年 -14.5% -2.0% 2.6% 3.9% 12.2% 2.3% 5.7% 4.1% 25.2% 10.3% 1.5% 4.3%
82-88 年 7.1% 2.5% 4.0% 3.9% 3.6% 3.6% 6.2% 2.8% 7.1% 1.4% -0.1% 0.4%
89-95 年 9.6% 6.3% 4.1% 1.1% 0.5% 5.4% 9.0% -0.2% 8.4% -1.1% -1.2% 0.2%フランス 
96-02 年 14.8% 11.6% 3.4% 2.7% 1.6% 1.3% 4.3% 0.5% 23.3% 11.7% 2.2% 3.2%
82-88 年 -0.7% 0.5% 1.2% 3.0% 9.3% 2.6% 3.3% 0.3% 8.6% 4.1% 3.1% 5.2%
89-95 年 15.8% 4.6% 1.1% -0.1% 5.6% 4.6% 7.7% -1.2% 19.0% 11.9% -0.4% -0.1%英国 
96-02 年 5.3% -3.9% 2.5% 3.4% 0.5% 1.2% 5.0% 7.5% 18.7% 6.0% -2.3% 0.4%
図表 2-4 科学技術総合指標を構成する変数（絶対値）の平均変化率の推移 
（2007 年版「科学技術指標」のデータから作成。網掛部分は 5.0％以上の増加傾向、斜線部分は 1.0％を超える減少傾向を示す） 
 

















82-88 年 1.3% 2.9% 53.4% 28.8% -0.6% 4.7% 2.9% 10.4% 2.2% -0.1% 29.7% 86.0%
89-95 年 5.6% 6.9% 11.0% 8.8% 0.3% 11.3% 6.2% 0.3% 1.7% 3.0% -4.8% -6.7%日本 
96-02 年 2.1% 1.0% 5.3% 10.6% 7.2% 19.3% 15.4% 2.8% 77.0% 32.3% -6.5% -4.5%
82-88 年 1.5% 1.5% 8.7% 9.7% 10.1% 4.9% 9.6% 6.2% 4.5% 54.3% 5.7% 5.3%
89-95 年 5.7% -2.6% 2.7% 1.7% 371.5% 4.2% 7.7% 2747.6% 204.8% 15.7% 2.9% 1.1%米国 
96-02 年 3.1% -4.7% 6.1% 6.0% 20.9% 0.6% 4.7% 29.2% 27.7% 4.7% 0.5% 1.7%
82-88 年 1.4% 6.4% 2.7% 4.1% 42.8% 2.3% 2.2% 0.3% 2.5% 9.6% 4.8% 1.6%
89-95 年 14.6% 19.2% 3.9% 0.2% 16.5% 6.0% 9.7% 2.0% 5.8% 17.2% -3.4% 1.9%ドイツ 
96-02 年 -16.2% -9.0% 4.0% 7.4% 17.2% 10.0% 34.3% 4.3% 54.0% 31.1% 4.3% 4.0%
82-88 年 2.0% 1.0% 1.3% 1.9% 2.4% 1.8% 1.6% 0.4% 0.7% 0.4% -0.1% 0.2%
89-95 年 6.0% 4.3% 2.1% 0.8% 0.5% 4.5% 5.3% 0.0% 1.8% -0.3% -0.9% 0.1%フランス 
96-02 年 267.7% 23.6% 2.3% 2.2% 2.4% 1.9% 5.7% 0.1% 81.5% 5.9% 1.8% 2.1%
82-88 年 -0.5% 0.3% 0.6% 1.3% 5.8% 2.8% 2.2% 0.1% 0.9% 1.3% 2.1% 2.7%
89-95 年 22.8% 3.4% 0.5% -0.1% 9.8% 8.5% 12.7% -0.3% 7.3% 7.5% -0.3% -0.1%英国 
96-02 年 63.0% -3.5% 1.5% 1.9% 1.1% 5.0% 78.6% 2.3% 138.4% 12.6% -1.7% 0.3%
図表 2-5 科学技術総合指標を構成する変数（標準化された変数）の平均変化率の推移 
（2007 年版「科学技術指標」のデータから作成。網掛部分は 5.0％以上の増加傾向、斜線部分は 1.0％を超える減少傾向を示す） 
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表 2-6 となる。 
 


























1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
 











この他にも、例えば、上記④、⑤の点に着目して、81 年から 02 年までの変数に着目して
「各国ごとに」科学技術総合指標を作成することもできる。そのような観点から科学技術総合














































































図表 2-7 主要国の科学技術総合指標改良案２の推移（2007 年版「科学技術指標」から作成） 
 
  日本 米国 ドイツ フランス 英国 
理学士数 0.303 0.250  0.088 0.305 0.316 
工学士数 0.305 -0.238  0.257 0.302 0.255 
研究者数 0.315 0.306  0.316 0.298 0.311 
研究開発費 0.310 0.303  0.321 0.281 0.296 
技術輸入額 0.282 0.304  0.316 0.294 0.317 
論文数 0.313 0.285  0.317 0.293 0.320 
論文被引用回数 0.314 0.304  0.318 0.301 0.323 
国内出願特許数 0.296 0.301  0.295 0.271 0.197 
対外出願特許数 0.255 0.277  0.274 0.290 0.307 
技術輸出額 0.288 0.304  0.319 0.289 0.314 
工業製品付加価値額 0.211 0.294  0.259 0.243 0.168 
ハイテク製品付加価値額 0.253 0.289  0.301 0.291 0.288 
図表 2-8 科学技術総合指標改良案２を構成する各国別第一主成分得点係数（固有ベクトル、いわば重み係








































2) その結果、当時「もっともそれらしい」結果が得られた 13 変数の組合せに関して、とれ
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図表 2-9 「主要国における人口当たりの科学技術総合指標（GIST）の推移」 
（2007 年版「科学技術指標」から図表名とともに抜粋。右表は左グラフの数値） 
 
































































































































もあるが、本節では、SCI に基づいて作られた NSI（National Science Indicator）データベ
ースに基づいて科学技術の論文に関する指標を示す。・・・」 
（2007 年版の「科学技術指標」10.、下線部筆者、NSI データベースとは、SCI の作成元である Thomson 社（現在
の Thomson Reuters 社）による SCI とは別の商用データベースの呼称） 
 






























フラスカティにおいて原案が策定され、最新版は 2002 年の第 6 版である。この F マニュアル
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ば、それは国家主権を侵害する内政干渉行為と捉えられても止むを得ない。各国政府に対




























に整備できるような状況にあるわけではない。英語版 F マニュアルは本文 150 ページ、参考
資料も含めると 250 ページを超える。そして、OECD の公用語は英語とフランス語であり、F マ
ニュアルもそのルールに準じている。さらに、政府にすれば、F マニュアルを知らなくても、
OECD 加盟国の他国の数値と並べた形式で自国の数値が公表されることを考慮すると、
OECD からの情報提出要請を完全に無視することも難しい。加えて、上記のように F マニュア
ルには法的拘束力はない。このように考えれば、「各国独自の統計による研究開発支出額」
の値がそのまま提出されるという状況は十分可能性がある。 



























に、政府の統計調査としては、”Academic Research and Development Expenditures”（国立科





















































































 米国政府では、「科学技術（Science and Technology）」と「研究開発（Research and 
Development）」の概念を整理している。 
「科学および工学の指標」における研究開発の定義に関しては、OECD の F マニュアルに
沿った定義であり、同指標の 2002 年版から最新版の 2008 年版まで変化は見られない（2000
年版以前では研究開発の定義が明記されていない模様）。 
 











「連邦 S&T 予算 
近年、連邦政府の支援を科学成果・技術進歩と関連づけて特定し、評価するため、これま
でとは異なる概念が用いられている。1995 年の報告書で、全米科学アカデミー（NAS）の委
員会が、連邦政府の S&T 支出を計測する代替手法を提案した（NAS 1995）。 
同委員会委員によると、このアプローチは連邦 S&T（FS&T）予算と呼ばれ、公共部門の
R&D 支出の追跡と評価の質を高めることができるという。FS&T の概念は、DOD および DOE
が支援する大型システム開発を除外し、研究だけでなく一部の開発活動と R&D プラントを含
める点で、連邦 R&D 予算の概念とは異なる。 
2000 年度予算から、行政管理予算局（OMB）は FS&T 予算概念を示している（Fig. 4-11）
（筆者注：本図は省略）。一方、NAS の FS&T には R&D のみが含まれるが、OMB の FS&T
予算は追跡が可能なプログラムで構成されており、NSF の教育プログラムや NIH や NSF の
職員給与など、一部の非 R&D プログラムも含まれる。 
2004 年のアメリカの予算では、OMB の FS&T 予算は連邦 R&D 予算の半分以下となるが、
これは、国防分野の開発、試験、評価の予算を除外しているためである。OMB の FS&T 予
算には、2004 年度の基礎研究への連邦支援予算のほぼ全部、応用研究連邦予算の 80％
以上、非国防研究への連邦予算の約 2 分の１が含まれている（U.S. OMB 2003b）。 
Fig. 4-12（筆者注：下記図表 4-1 の左図）に示すとおり、2004 年予算案では、設備・装置
予算を含む連邦 R&D 予算は 1,230 億ドル規模に達するとみられる。このうち、基礎・応用研
究だけに 540 億ドルが配分される。 
FS&T 予算は 590 億ドルに達し、R&D 予算の大半がこれに含まれる。しかし、研究予算と
FS&T 予算の定義の違いは、研究のすべてが FS&T に含まれないこと、研究予算には研究
のすべてが含まれることである。さらに、FS&T 予算の一部（10％）は連邦 R&D 予算には分
類されない種類の予算である。」 
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わずかな割合（10％）は連邦政府の研究開発支出の伝統的な定義から外れるだろう。・・・」















○ 2004 年のアメリカの予算では、行政管理予算局（OMB）の FS&T 予算は連邦 R&D 予算
の半分以下となるが、これは、国防分野の開発、試験、評価の予算を除外しているためで
ある。OMB の FS&T 予算には、2004 年度の基礎研究への連邦支援予算のほぼ全部、応




○ Fig. 4-12（筆者注：図表 4-1 の左図）に示すとおり、2004 年予算案では、設備・装置予算
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management （商業経営学）”、“Communications, journalism, and library science （コミュニケ
ーション研究、ジャーナリズム研究、図書館科学）”、“Education （教育学）”、“Humanities 





























































関係も判明する（図表 4-3）。この図表 4-2 から政府からの直接支出を抽出すると、図表 4-4
のようになる。日本の国立大学に対する「特殊法人委託収入」は特殊法人に対する政府支出
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と二重計上されているおそれがあることから、図表 4-4 では網掛けとした。ただし、当該委託







図表 4-2 「日本とアメリカの大学の収入構造の比較」 
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日本の国立大学  米国の州立大学 
 科学研究費補助金 ⇔  連邦政府交付金 
 特殊法人委託収入 ⇔  地方政府交付金 
 一般会計より受入 ⇔  州政府交付金 
 基本財産収入・寄付・契約 ⇔  基本財産収入・寄付・契約 
 授業料・入学料等 ⇔  授業料等学生納付金 
 病院等事業収入 ⇔  事業収入等（病院収入等） 
   
日本の私立大学  米国の私立大学 
 国庫補助金収入 ⇔  連邦政府交付金 
 地方政府交付金 
 地方補助金収入 ⇔ 
 州政府交付金 
 基本財産収入・寄附金 ⇔  基本財産収入・寄附等 
 授業料等 ⇔  授業料等 
 事業活動収入等 ⇔  事業収入等（病院収入等） 
図表 4-3 日本とアメリカの大学の収入構造の対比関係（図表 4-2 から作成） 
 
日米国（州）立大学に対する政府支出額 日米私立大学に対する政府支出額
    
日本（1999 年度） 金額（億円） 日本（1997 年度） 金額（億円）
 一般会計より受入 17,313   国庫補助金収入 3,287
 科学研究費補助金 780   地方補助金収入 438
 特殊法人委託収入 306  合計 3,725
合計 18,399   
    
米国（1996 年度）   米国（1995 年度） 
 連邦政府交付金 16,281   連邦政府交付金 10,465
 州政府交付金 52,713   州政府交付金 1,524
 地方政府交付金 5,806   地方政府交付金 508
合計 74,800  合計 12,497

























単位（億円） 2004 年度 2005 年度 2006 年度
経常収益 24,454 24,800 25,475
 運営費交付金収益 11,655 11,383 11,425
 学生納付金収益 3,568 3,618 3,604
 附属病院収益 6,245 6,457 6,662
 受託研究等収益 1,000 1,336 1,541
  うち国等からの受託研究等 388 421 563
  うち国等以外からの受託研究等 612 916 977
 寄附金収益 520 534 569
 資産見返負債戻入 1,004 969 924
 研究関連収益 - - 177
 財務収益 - - 10
 その他 462 503 563
臨時収益 1,863 50 54
 物品受贈益 1,435 - -
 その他臨時収益 428 50 54
収益合計 26,317 24,850 25,529
図表 4-5 日本の国立大学の収入構造（大学共同利用機関法人を含む（以下同じ）。網掛け部分は政府支出関連と推測されるもの。














単位（億円） 2004 年度 2005 年度 2006 年度
国立大学法人運営費 12,416 12,317 12,215
国立大学法人施設整備費 1,007 1,173 1,666
国立大学法人船舶建造費 7 6 12
改革推進公共支出国立大学法人施設整備資金貸付金償還時補助 75 3,565 0
国立大学財務・経営センター施設費交付事業施設整備費 64 103 83
図表 4-6 日本の国立大学に対する政府予算（大学共同利用機関法人を含む。各年度の日本国政府予算書（一般会計予算、一
般会計補正予算）、並びに（独）国立大学財務・経営センターの財務諸表から作成） 
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単位（億円） 2004 年度 2005 年度 2006 年度
運営費交付金債務当期交付額 12,422 12,317 12,242
施設費当期交付額 821 4,602 1,212
 施設整備費補助金 666 917 1,126
 船舶建造費補助金 7 6 12
 施設整備資金貸付金償還時補助金 75 3,565 0
 国立大学財務・経営センター施設費交付金 73 113 74
国等からの受託研究等収益     388 365 497
国等からの受託事業等収益 47 56 66
補助金等当期交付額 5 81 112
科学研究費補助金の明細（間接経費を含む） - 1,622 1,736
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図表 4-8 日本における競争的資金の予算額・制度数の推移（上図）及び研究機関セクター別の競争的資金の




2005 年度（平成 17 年度）の一時点のみであるが、各大学の財務諸表を集計した場合で
2,100 億円、競争的資金の予算額から集計した場合で 2,900 億円と、この両者には 800 億円
もの乖離がある。問題はこの乖離の原因を突き止めることだが、現時点でははっきりしない。







（単位：億円） 2004 年度 2005 年度 2006 年度 
【各国立大学法人の財務諸表から集計した国立大学への「競争的資金的」政府支出額】 
 国等からの受託研究等収益 388 365 497 
 国等からの受託事業等収益 47 56 66 
 補助金等当期交付額 5 81 112 
 科学研究費補助金の明細（間接経費を含む） - 1,622 1,736 
国立大学への支出額合計 (441) 2,125 2,410 
【「競争的資金に関する参考資料」から集計した国立大学への「競争的資金的」政府支出額】 
 競争的資金の予算額 3,606 4,672 4,701 
 国立大学（大学共同利用機関含む）への配分割合 63.0% 62.4% - 
国立大学への支出額合計 2,272 2,915 - 
図表 4-9 「各国立大学法人の財務諸表から集計した国立大学への『競争的資金的』政府支出額」と「競争的資
金に関する参考資料」から集計した国立大学への『競争的資金的』政府支出額」の比較 













（単位：億円） 2004 年度 2005 年度 2006 年度
自己負担研究費 10,673 11,704 10,979
受入研究費 3,210 3,463 3,614
外部支出研究費 72 111 118
内部使用研究費 13,677 14,904 14,277
自己資金 10,663 11,672 10,927
国 1,603 1,542 1,491
地方公共団体 21 24 28







その他 10 7 5
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研究所等 481 639 825
公庫・公団等 8 9 7
特殊法人・ 
独立行政法人 
から その他 52 100 58
会社 564 603 619
私立大学 3 5 4民間から 
非営利団体 212 238 235
外国から 4 6 10





状況を大学ごとに示している（図表 4-11）。図表 4-11 を見ると、この競争的資金 4 制度合計
額における国立大学への配分額の割合は 2004 年度で 49％、2005 年度で 56％、2006 年度
も 56％となっている。また、国立大学への配分額が判明していない残りの競争的資金制度の
うち、最大の金額の制度は文部科学省高等教育局の 21 世紀 COE プログラムであることを考
えると、2005 年度における国立大学への配分額は 2,900 億円という数字が最も妥当ではない
かと考えられる。また、図表 4-11の国立大学への配分状況を鑑みると、2006 年度における国
立大学への競争的資金の配分額は 2005 年度と同程度若しくは増加していると推測される。 
 
  （単位：億円） 2004 年度 2005 年度 2006 年度 


































内閣府 本府 食品健康影響評価技術研究 - - - 1     2    
内閣府 本府 沖縄産学官共同研究の推進 - - - 4     3    
総務省 本省 戦略的情報通信研究開発推進制度 30   32     32    




7   6     6    
総務省 情報通信研究機構 民間基盤技術研究促進制度 104 0  103 0    72 0   




科学研究費補助金 1,830 1,199 66% 1,880 1,190 63% 1,895 1,218 64%
文部科学省 科学技術振興機構 戦略的創造研究推進事業 463 20 4% 476 286 60% 480 280 58%
文部科学省 本省 科学技術振興調整費 386 191 50% 395 192 49% 398 199 50%




 382     378    
文部科学省 本省 キーテクノロジー研究開発の推進 - - - 79     84    
文部科学省 本省 地球観測システム構築推進プラン - - - 10     8    
文部科学省 本省 原子力システム研究開発事業 - - - 121     63    






33   32     26    
文部科学省 本省 大学発ベンチャー創出支援制度 16   0     - -  - 
文部科学省 科学技術振興機構 大学発ベンチャー創出・育成事業 27   - -  -  - -  - 
文部科学省 科学技術振興機構 独創的シーズ展開事業 - - - 97     95    
文部科学省 科学技術振興機構 産学共同シーズイノベーション化事業 0   - -  -  14    
文部科学省 科学技術振興機構 重点地域研究開発推進事業 - - - 50     60    
文部科学省 科学技術振興機構 地域結集型共同研究事業 - - - 47     41    
文部科学省 本省 未来開拓学術研究費補助金 36   - -  -  - -  - 










40   45     48    
農林水産省 
農業・生物系特定産
業技術研究機構 新事業創出研究開発事業 7   - -  -  -    
農林水産省 農業・生物系特定産 生物系産業創出のための異分野融合研究 18   27     23    














30   38     49    
経済産業省 
新エネルギー・産業




大学発事業創出実用化研究開発 - - - 32     34    
経済産業省 本省 地域新生コンソーシアム研究開発 - - - 137     163    








運輸分野における基礎的研究推進制度 4   4     4    
国土交通省 本省 建設技術研究開発助成制度 3   4     4    
環境省 本省 地球環境研究総合推進費 30   30     33    
環境省 本省 環境技術開発等推進費 8   8     9    
環境省 本省 廃棄物処理等科学研究費補助金 12   12     13    
環境省 本省 地球温暖化対策技術開発事業 16   27     27    
合計 3,606 1,496 41% 4,671 1,761 38% 4,701 1,785 38%
 うち 科学研究費補助金、戦略的創造研究推進事業、科学技術振興調整費、 
厚生労働科学研究費補助金 3,059 1,496 49% 3,133 1,761 56% 3,171 1,785 56%
図表 4-11 競争的資金における国立大学に対する配分状況の推移（「国立大学法人等の科学技術関係活動に関する調査






値は、図表 4-11 の結果に基づき、国立大学に対する競争的資金配分割合を 2005 年度と同
じと仮定した場合の金額である。 
 
（単位：億円） 2004 年度 2005 年度 2006 年度 
運営費交付金 12,416 12,317 12,215
施設整備費補助金等 821 4,602 1,212
競争的資金配分額 2,272 2,915 (2,933)
合計 15,508 19,834 (16,360)
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図表 4-13 公立大学の法人化の実施・検討状況（平成 19 年度文部科学白書（文部科学省）から抜粋） 
 
現時点では、75 の公立大学のうち、既に公立大学法人であり、かつ 2006 年度の財務諸表












図表 4-14 21 の公立大学法人に対する政府支出額（各公立大学法人の財務諸表から作成） 











のが図表 4-18 である。 
 
（単位：億円） 1999 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度
都道府県 2,584 2,030 1,873 1,851
市町村 1,171 1,012 889 614
控除額 17 4 13 25
純計額 3,738 3,038 2,749 2,440
図表 4-15 地方公共団体等における大学費①（地方財政白書（総務省）から作成） 
 
区分 / 単位（億円） 1999 年度 2004 年度 2005 年度
都道府県 2,584 2,030 1,873
大都市 800 754 649
特別区 - - -
中核市 107 63 96
特例市 - 84 37
都市 163 75 89
町村 1 0 0
一部事務組合 156 84 63
単純合計額 1,227 1,061 935
市町村 
純計額 1,171 1,012 889
合計 3,755 3,042 2,762
控除額 17 4 13
純計額 3,738 3,038 2,749
図表 4-16 地方公共団体等における大学費②（地方財政統計年報（（財）地方財務協会）から作成） 
 
（単位：億円） 1999 年度 2004 年度 2005 年度
【都道府県】 
 国庫支出金 10 2 4
 使用料・手数料 387 483 356
 分担金・負担金・寄附金 6 12 9
 財産収入 5 4 3
 繰入金 31 13 10
 諸収入 48 39 27
 繰越金 27 2 0
 地方債 468 125 96
 一般財源等 1,601 1,351 1,368
 - 37 - 
  うち支出的経費充当の一般財源等 258 131 86
歳入合計 2,584 2,030 1,873
【市町村】 
 国庫支出金 7 1 1
 都道府県支出金 7 1 0
 使用料・手数料 234 285 228
 分担金・負担金・寄附金 15 16 16
 財産収入 1 1 1
 繰入金 32 27 5
 諸収入 64 74 67
 繰越金 1 1 0
 地方債 180 30 44
 一般財源等 629 576 527
  うち支出的経費充当の一般財源等 84 53 19
歳入合計 1,171 1,012 889
図表 4-17 地方公共団体等における大学費の歳入内訳① 
（市町村には大都市・特別区・中核市・特例市及び一部事務組合を含む。地方財政統計年報（（財）地方財務協会）から作成） 
 
（単位：億円） 1999 年度 2004 年度 2005 年度
国庫支出金 17 2 5
地方公共団体支出 2,949 2,123 2,050
民間・家計支出 642 795 608
その他 146 121 99
合計 3,755 3,042 2,762
図表 4-18 地方公共団体等における大学費の歳入内訳②（図表 4-17 から作成） 
 
教員本務数で 21 の公立大学法人が公立大学全体の約半分を占めていること、並びに地
方公共団体からの公立大学法人への資金配分額（図表 4-14、1,144 億円（06 年））が、地方
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 （単位：億円・％） 1999 年度 2004 年度 2005 年度 
 区      分 合計 都道府県 大都市 合計 都道府県 大都市 合計 都道府県 大都市
  １ 医業収益         1,356 793 563 1,542 899 643 1,286  929  357 
総 （1）入院収益 959 581 378 1,154 680 474 951  693  258 
  （2）外来収益 389 208 181 375 214 161 323  231  92 
収 （3）その他 8 4 4 13 4 8 12  5  8 
  ２ 医業外収益 497 248 250 289 137 152 215  137  77 
益 （1）他会計繰入金 473 236 237 252 119 134 190  122  69 
  （2）その他 24 12 12 37 18 18 25  16  9 
  計          1,854 1,041 813 1,831 1,036 795 1,501  1,066  435 
  １ 地方債 290 82 209 103 86 17 54  49  5 
  ２ 他会計繰入金 115 48 66 141 61 80 80  53  27 
資   うち借入金的繰入 - - - - - - - - -
本   うち出資金的繰入 38 38 - 43 43 - 33  33  -
的 ３ 固定資産売却代金 5 - 5 - - - - - -
収 ４ 国庫（県）補助金 8 1 7 0 0 0 1  1  -
入 ５ 工事負担金 - - - - - - - - -
  ６ その他 0 0 0 4 4 0 0  0  0 
  計          418 131 287 249 151 97 135  102  32 





いと思われる。以上の考察により図表 4-20 をとりまとめた。 
 
（単位：億円） 1999 年度 2004 年度 2005 年度
国庫支出金 8 0 1 
地方公共団体支出 878 497 324
民間・家計支出 1,349 1,529 1,274 
その他 37 53 37 
合計 2,272 2,080 1,636
図表 4-20 公立大学附属病院事業の歳入決算額内訳②（地方財政統計年報（（財）地方財務協会）から作成） 
 
以上の議論を総合し、図表 4-8、図表 4-18 及び図表 4-20 から、日本の公立大学に対す
る政府支出は概ね図表 4-21 にまとめられる。ただし、1999 年度については競争的資金に関
するデータがない（図表 4-8）。そうなると、図表 4-18 及び図表 4-20 における国庫支出金の
値（25 億円）で代用するか、若しくは、過大値になると推測されるが、図表 4-8 における平成
12 年度（2000 年度）の政府の競争的資金額に対して平成 13 年度（2001 年度）の公立大学
の割合から逆算したもの（98 億円）を推計値として使用するか、これまでのデータからではど
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（単位：億円） 1999 年度 2004 年度 2005 年度




合計 (3,925) 2,754 2,524
図表 4-21 日本の公立大学に対する政府支出の概況 
 
なお、公立大学に対する政府支出という観点では、文部科学省による学校基本調査報告








（単位：億円） 1999 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度
国庫補助金 13 14 18 148
都道府県補助金 15 12 316 647
計 29 26 334 795
図表 4-22 公立大学の補助金収入（学校基本調査報告書（文部科学省）から作成）  
 
図表 4-22 では、都道府県や市町村立の公立大学の当該地方自治体以外からの補助金








  ※ 公的大学：連邦政府の国防関係の大学を含むものの、大部分は州立大学である。  
米国の公的大学（４年制のみ）の収入構造に関しては 2003 年度から大きく区分が変更さ
れた。その結果、図表 4-23 のようになっている。 
 
Revenues (in millions of current dollars)： 収入額（単位：百万ドル） 2003 年度 2004 年度
Operating revenues ：運営収入  112,574 120,371
  Tuition and fees#1 (net of allowances and discounts) 
 ：（給与額及び割引額を引いた正味の）授業料及び手数料 
28,739 31,669
  Grants and contracts：補助金及び契約 35,502 37,319
    Federal (excludes Federal Direct Student Loans)  
：連邦政府（連邦管理学生貸付金を除く） 
24,154 25,331
    State ：州政府  4,838 5,098
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    Local ：地方政府  6,509 6,890
  Sales and services of auxiliary enterprises#2 (after deducting discounts and allowances)
  ：補助的事業の売上高及びサービス 15,196 15,884
  Sales and services of hospitals ：病院の売上高及びサービス  19,587 21,772
  Independent operations#3 
：独立経営（FFRDC：連邦政府資金研究開発センター運営経費） 
914 590
  Other operating revenues ：その他の運営収入  12,635 13,136
Nonoperating revenues ：運営外収入  59,401 62,872
  Federal appropriations ：連邦政府からの割当予算 1,473 1,636
  State appropriations  ：州政府からの割当予算 42,504 43,165
  Local appropriations  ：地方政府からの割当予算 230 299
  Nonoperating grants ：運営外補助金 1,586 2,015
    Federal ：連邦政府  1,245 1,548
    State ：州政府  313 436
    Local ：地方政府  28 31
  Gifts ：寄附  3,957 4,329
  Investment income ：投資収入 6,936 9,106
  Other nonoperating revenues ：その他の運営外収入 2,714 2,322
Other revenues and additions ：その他の収入及び付加物  10,033 10,554
  Capital appropriations ：資本割当予算  3,438 3,304
  Capital grants and gifts ：資本補助金及び寄附 2,672 2,743
  Additions to permanent endowments ：基本財産への追加  988 866
  Other revenues and additions ：その他の収入及び付加物 2,935 3,642
Total revenues： 全収入  182,009 193,797
図表 4-23 米国の 4 年制公的大学の収入構造 
（網掛・斜線・縦縞部分は政府支出関連と推測されるもの。Digest of Education Statistics 2007, U.S. Department of Education から作成） 





（”Digest of Education Statistics 2007”の定義から抜粋、筆者仮訳） 
 
図表 4-23 のうち、政府からの支出分を抽出したのが図表 4-24 である。 
 





図表 4-24 米国の公立大学に対する政府支出の概況 
 
3) 日本の国立大学及び公立大学、米国の公的大学に対する政府支出の比較 
 図表 4-12、図表 4-21、及び図表 4-24 のデータから、図表 4-3 の対応関係を考慮しつつ、
日本の国立大学及び公立大学に対する政府支出、米国の公的大学に対する政府支出を比
較すると、図表 4-25 のようになる。 
 



































図表 4-25 日本の国立大学及び公立大学に対する政府支出、米国の公的大学に対する政府支出比較 
（図表 4-3、図表 4-12、図表 4-21 及び図表 4-24 のデータから作成。IMF 換算には”International Financial Statistics 2006”(IMF)を使用） 
 
 ここで図表 4-4 に倣って、日本と米国の直接支出額の比を計算すると、 
日本（国公立大学：2004 年度）/米国（公的大学：2003 年度）＝0.19 
日本（国公立大学：2005 年度）/米国（公的大学：2004 年度）＝0.24 
となり、同じ年度で比べると、 
日本（国公立大学：2004 年度）/米国（公的大学：2004 年度）＝0.20 
なる。これらの結果は、図表 4-4 における 90 年代後半の日米比である 0.25 よりやや低い若し
くは同程度である。 
 しかし、図表 4-4 では日本の公立大学に対する政府支出額が含まれていない。図表 4-21
における 1999 年度の数値を図表 4-4 に反映させた上で、改めて日米間の比をとると、 








表 4-21、及び図表 4-25 を比べて、日米の国公立大学に対する政府支出額の年間平均変
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化率（為替レートによる影響を除くため日本は円、米国はドルで計算）を調べると、次のように
なる。 
日本（国公立大学：1999 年度～2005 年度平均）（1999 年度、2004 年度及び 2005 年度か
らの推計値）= -1.4％ 
米国（公的大学：1996 年度～2004 年度平均）（1996 年度、2003 年度及び 2004 年度から
の推計値）＝  3.2％ 
 






単位（億円） 1995 年度 1997 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度
私立大学等経常費補助金 2,853 2,912 3,241 3,271 3,289
私立大学等研究設備整備費等補助金 40 42 72 76 78
政府開発援助私立大学等経常費補助金 - - 52 52 52
合計 2,893 2,954 3,365 3,399 3,419
図表 4-26 日本の私立大学に対する政府予算（各年度の日本国政府予算書（一般会計予算、一般会計補正予算）から作成） 
 
大学法人 大学部門 



















学生生徒等納付金収入 25,415 27,119 29,829 30,029 30,339 18,995 20,607 23,926 24,217 24,412
手数料収入 1,551 1,355 1,147 1,104 1,114 1,297 1,121 957 914 916
寄付金収入 1,210 1,010 913 1,216 1,092 745 579 573 818 612
補助金収入 5,208 5,247 5,747 5,844 5,752 2,861 2,929 3,334 3,394 3,369
 国庫補助金収入 3,024 3,027 3,479 3,555 3,563 2,631 2,672 3,152 3,214 3,248
  私立大学等経常費
補助金収入 
2,684 2,754 3,064 3,086 3,142 2,389 2,476 2,836 2,871 2,938
  その他国庫補助金
収入 
340 272 415 469 421 242 196 316 343 310
 地方公共団体補助金
収入 
2,182 2,218 2,266 2,287 2,186 227 254 181 178 119
 私学事業団学術研究
振興資金収入 
3 3 2 2 3 3 3 2 2 2
資産運用収入 1,195 916 984 1,193 1,636 578 437 477 562 879
資産売却収入 3,721 4,253 5,161 8,364 9,812 1,297 1,144 1,361 2,257 2,992
事業収入 10,264 10,882 12,517 12,965 13,338 281 358 588 636 686
雑収入 814 908 1,220 1,252 1,287 480 522 689 734 751
借入金等収入 2,844 2,778 2,984 2,717 2,428 1,082 860 959 703 884
合計 52,222 54,468 60,500 64,684 66,797 27,616 28,557 32,864 34,234 35,501
図表 4-27 日本の私立大学に対する国等からの収入額の内訳 
（平成 19 年度版「今日の私学財政」大学・短期大学編（（独）日本私立学校振興・共済事業団）における「5 ヵ年連続資金収支計算書」から作成） 
 
 また、図表 4-27 における「大学法人」と「大学部門」は次のように定義されている。 
 
 - 43 - 
 大学法人：大学を設置している法人（短期大学等大学以外の学校を設置している場合を含む） 
 大学部門：学校法人会計基準第 13 条（資金収支内訳表の記載方法）及び第 24 条（消費収支内訳表の記載 
方法）の規定による会計単位としての大学 




第 13 条 資金収支内訳表には、資金収支計算書に記載される収入及び支出で当該会計年度の諸活動に対応するものの決算の額を次に掲げ
る部門ごとに区分して記載するものとする。 
 一 学校法人（次号から第五号までに掲げるものを除く。） 
 二 各学校（専修学校及び各種学校を含み、次号から第五号までに掲げるものを除く。） 
 三 研究所 
 四 各病院 
 五 農場、演習林その他前二号に掲げる施設の規模に相当する規模を有する各施設 
２～５ （略） 
（消費収支内訳表の記載方法等） 























収入に関しては図表 4-27 における「大学部門」のデータを採用する。 
図表 4-8 のデータを用いて私立大学に対する競争的資金の配分額を算出すると、1999 年
度以前は不明であるほか、2004 年度は 447 億円、2005 年度は 575 億円と、図表 4-27 にお









割合を 2005 年度と同じと仮定した場合の金額である。 
 
単位（億円） 1995 年度 1997 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度 
私立大学等経常費補助金等 2,896 2,957 3,367 3,401 3,421 
競争的資金配分額 - - 447 575 (578) 
地方公共団体からの収入 227 254 181 178 119 
合計 (3,123) (3,211) 3,995 4,153 (4,118) 
図表 4-28 日本の私立大学に対する政府支出の概況 
 
2) 米国の私立大学（non-for-profit：非営利, for-profit：営利）に対する政府支出 
 米国の私立大学（４年制のみ）の収入構造は図表 4-29 及び図表 4-30 のようになっている。 
 
        Revenues (in millions of current dollars)： 収入額（単位：百万ドル） 
 2003 年度 2004 年度
Student tuition and fees (net of allowances) 
：（給与額を引いた正味の）学生授業料及び手数料 
38,182 41,046
Federal appropriations, grants, and contracts (Includes independent operations)
：連邦政府からの割当予算、補助金及び契約 （独立経営を含む） 
18,236 19,622
State appropriations, grants, and contracts ：州政府からの割当予算、補助金及び契約 1,423 1,447
Local appropriations, grants, and contracts ：地方政府からの割当予算、補助金及び契約 480 484
Private gifts grants, and contracts (Includes contributions from affiliated 
entities)： 私的な寄附、補助金及び契約 （提携先からの寄附も含む） 
15,790 16,671
Investment return (gain or loss)： 投資収入（収益額又は損失額） 30,854 30,409
Educational activities： 教育活動 3,278 3,582
Auxiliary enterprises： 補助事業 10,287 10,784
Hospitals： 病院 9,658 10,378
Other： その他 5,407 5,107
Total： 合計 133,595 139,529
図表 4-29 近年の米国の 4 年制私立大学（非営利）の収入構造 
（網掛・斜線部分は政府支出関連と推測されるもの。Digest of Education Statistics 2007. U.S. Department of Education から作成） 
 
Revenues (in millions of current dollars)： 収入額（単位：百万ドル） 
  2003 年度 2004 年度
Student tuition and fees (net of allowances) 
：（給与額を引いた正味の）学生授業料及び手数料 
5,489 6,864
Federal appropriations, grants, and contracts 
：連邦政府からの割当予算、補助金及び契約 
197 346
State and local appropriations, grants, and contracts 
：州・地方政府からの割当予算、補助金及び契約 
15 21
Private gifts, grants, and contracts： 私的な寄附、補助金及び契約 4 4
Investment return： 投資収入 11 17
Educational activities： 教育活動 104 174
Auxiliary enterprises： 補助事業 164 202
Other： その他 32 65
Total： 合計 6,016 7,692
図表 4-30 近年の米国の 4 年制私立大学（営利）の収入構造 
（網掛・斜線部分は政府支出関連と推測されるもの。Digest of Education Statistics 2007. U.S. Department of Education から作成） 
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図表 4-29 及び図表 4-30 から、米国の政府からの支出分を抽出したのが図表 4-31 であ
る。 
 




図表 4-31 米国の 4 年制私立大学（非営利及び営利）に対する政府支出の概況 
 
図表 4-3 の対応関係を鑑み、図表 4-28 及び図表 4-31 のデータから、日米の私立大学に

































図表 4-32 日本の私立大学に対する政府支出、米国の私立大学に対する政府支出比較 
（図表 4-3、図表 4-28 及び図表 4-31 のデータから作成。IMF 換算には”International Financial Statistics 2006”(IMF)を使用） 
 
国公立大学の場合と同じく図表 4-4 に倣って、日本と米国の直接支出額の比を計算すると、 
日本（私立大学：2004 年度）/米国（私立大学：2003 年度）＝0.17 
日本（私立大学：2005 年度）/米国（私立大学：2004 年度）＝0.18 
となり、同じ年度で比べると、 
日本（私立大学：2004 年度）/米国（私立大学：2004 年度）＝0.17 
なる。これらの結果は、図表 4-4 における 90 年代後半の日米比である 0.30 より相当低くなっ
ている。 
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 以上を総合すると、近年の私立大学に対する政府支出額の日米間の比の値も 90 年代後
半に比して小さくなっている。即ち、米国連邦・州・地方政府からの私立大学に対する支出額
の増加は、日本の国・地方政府からの私立大学に対する支出額の増加を大きく上回る。 
なお、国公立大学の場合と同様に、参考までに、図表 4-4、図表 4-28、及び図表 4-31 を
比べて、日米の私立大学に対する政府支出額の年間平均変化率（為替レートによる影響を
除くため日本は円、米国はドルで計算）を調べると、次のようになる。 
日本（私立大学：1997 年度～2005 年度平均）（1997 年度、2004 年度及び 2005 年度から
の推計値）= 1.2％ 












  1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年 2005 年 2006 年
政府から直接支出 1,506 1,654 1,856 1,960 2,081 2,104 2,101 2,337 2,534 2,745 -
一般大学資金（GUF） 8,729 8,763 9,331 9,189 9,074 9,143 8,683 8,571 8,381 8,862 -
日本 
（単位： 
億円） 合計 10,235 10,417 11,187 11,149 11,155 11,247 10,783 10,908 10,915 11,607 -
政府から直接支出 15,937 16,443 17,135 18,350 19,957 22,165 24,932 27,846 30,022 31,937 34,387
一般大学資金（GUF） - - - - - - - - - - -
米国 
（単位： 
百万ドル） 合計 15,937 16,443 17,135 18,350 19,957 22,165 24,932 27,846 30,022 31,937 34,387
図表 4-33 日米の高等教育における研究開発に対する政府支出額の推移 
（Research and Development Statistics, OECD 及び Main Science and Technology Indicators 2008-1, OECD から作成） 
 




 ① 米国の公的（Public）大学経費の目的別分類 
米国連邦教育省における公的大学経費の目的別分類（図表 4-34）と 5 つの州立大学に
おける Annual Financial Report における運営経費の目的別分類（図表 4-35）を比較する。す
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ると、州に応じて分類方法が多少異なるものの、運営経費における「目的」の分類が個別大
学の財務資料と連邦教育省統計の間で比較的よく整合していることが分かる。なお、この５つ
の州立大学は”Academic Research and Development Expenditures”（NSF）から 2006 年度の
研究開発費が多い州立大学の上位５大学である。 
 
Expenses (in millions of current dollars) ：経費（単位：百万ドル） 2003 年度 2004 年度
Operating expenses ：運営経費 161,576 170,580
  Instruction#1 ：教育 42,288 44,700
    Salaries#2 and wages ：給料及び賃金 29,290 30,555
  Research ：研究 21,394 22,529
  Public service ：社会奉仕 8,294 8,819
  Academic support#3 ：学究的支援 10,904 11,417
  Student services ：学生サービス 6,063 6,476
  Institutional support#4 ：機関支援 11,691 12,152
  Operation and maintenance of plant ：施設運営・維持 9,469 10,287
  Depreciation ：減価償却 7,586 8,137
  Scholarships and fellowships#5 (Excludes discounts and allowances) 
：奨学金及び特別研究員（見込及び給与額を除く） 
5,123 5,453
  Auxiliary enterprises ：補助事業 13,681 14,593
  Hospitals： 病院 18,472 20,105
  Independent operations ：独立経営 
（FFRDC：連邦政府資金研究開発センター運営費） 
711 658
  Other operating expenses and deductions ：その他の運営経費及び控除額 5,899 5,254
Nonoperating expenses ：運営外経費 6,079 6,612
  Interest ：利息 2,240 2,526
  Other nonoperating expenses and deductions ：その他の運営外経費及び控除額 3,839 4,086
Total expenses ：全経費 167,654 177,192
図表 4-34 米国の 4 年制公的大学の支出構造（Digest of Education Statistics 2007, U.S. Department of Education から作成） 
#1 教育（大学）： その機能カテゴリーは、大学、学校、学部やその他の高等教育機関の教育部門の経費、及び予算上分離されていない学部の研究及び社会奉仕に
対する経費を含み、履修証明になる・ならない活動の両方の経費を含む。主な機能が管理である大学当局に対する経費を除く（例えば学部長）。 








（”Digest of Education Statistics 2007”の定義から抜粋、筆者仮訳） 
 
 
“2003-04 UW-Madison Budget by Program—$1,807,656,876”（左図）、“2004-05 UW-Madison Budget by Program—$1,897,899,118”（右図） 
（“ANNUAL REPORT ON STEWARDSHIP UNIVERSITY OF WISCONSIN FOUNDATION”（左図：p.31、右図：p.38）から抜粋） 
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“OPERATING EXPENSES BY FUNCTION”（”UCLA 2003-2004 ANNUAL FINANCIAL REPORT”（p.46）から抜粋） 
 
 
“operating expenses by function”(“UNIVERSITY OF MICHIGAN Financial Report Year Ended June 30, 2005”（p.53）から抜粋) 
 
 
“OPERATING EXPENSES BY FUNCTION”(“Annual Financial Report 2004 University of California San Francisco”（p.22）から抜粋) 
 
 
“A comparative summary of the University’s expenses”(“Transforming Lives UNIVERSITY OF WASHINGTON ANNUAL REPORT 2005”（p.30）
より抜粋) 
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表 4-36 における「研究開発費」は、図表 4-34 では「研究費」以外の区分、例えば「学究的支
援」や「施設運営・維持」などの区分にも含まれている可能性がある。そのように考えると、図
表 4-34 と図表 4-36 とに大きな食い違いがあるとまでは断言できない。 




表 4-37）における連邦政府からの研究開発費と図表 4-36 のそれともそれほど大きな違いは
ないようである。 
 逆に、図表 4-36 の数値がやや過大になっている可能性もある。同じく国立科学財団が実
施した調査（図表 4-38）における大学の研究開発費は、図表 4-36 の研究開発費を合計した










（単位：百万ドル） 1999 年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度
【公的大学】 
 連邦政府 9,716 10,655 11,727 13,404 15,306 16,951 17,903 18,464
 州・地方政府 1,845 2,005 2,085 2,255 2,360 2,593 2,644 2,713
 産業 1,340 1,440 1,477 1,469 1,456 1,452 1,534 1,663
 研究所資金 4,545 4,988 5,599 6,018 6,393 6,432 6,831 7,436
資金源 
 その他全ての資金源 1,215 1,426 1,530 1,741 1,838 1,860 1,941 2,081
全研究開発費 18,660 20,514 22,417 24,886 27,353 29,288 30,854 32,357
【私立大学】 
 連邦政府 6,387 6,884 7,507 8,460 9,453 10,680 11,288 11,569
 州・地方政府 177 195 236 251 286 286 298 304
 産業 693 716 741 722 705 677 759 764
 研究所資金 837 936 1,015 1,115 1,270 1,319 1,426 1,626
資金源 
 その他全ての資金源 780 828 896 959 1,019 992 1,151 1,140
全研究開発費 8,874 9,559 10,394 11,507 12,734 13,954 14,923 15,404
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プログラム （単位：百万ドル） 割合
学生経済支援 11,726 22.5%
 教育省 7,776 14.9%
 退役軍人省 1,679 3.2%
 ROTC スカラーシップ、士官学校への手当てなど 968 1.8%
 医療・保健専門家スカラーシップ、フェローシップ 1,173 2.2%
 ネイティブ・アメリカ人のためのプログラム 122 0.2%
 その他のスカラーシップ、フェローシップ 8 -
学生と家族に対する税の優遇制度 9,600 18.4%
 HOPE 税額控除、生涯学習税額控除 6,500 12.0%
 スカラーシップ、フェローシップに対する税免除 1,210 2.3%
 子どものいる 19 歳以上の学生への税免除 1,010 1.9%




 教育省 1,877 3.6%
 特別の教育機関 425 0.8%
 士官学校 307 0.5%
 全米科学財団 478 0.9%
 国際教育・文化交流 321 0.6%
 その他 176 0.3%
連邦政府による支援全額 52,091 99.9%
図表 4-37 「高等教育に対する連邦政府のプログラム（2001 会計年度）」 
（出典：Lawrence E. Gladieux, Jacqueline E. King, and Melanie E. Corrigan, The Federal Government and Higher Education, 2004, p.169. , 「アメ
リカ連邦政府による大学生経済支援政策」（犬塚典子、東信堂）より抜粋） 
 
（単位：百万ドル） 1999 年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度
研究開発 15,569 17,290 19,390 21,155 22,804 23,811 25,011
研究開発プラント 173 240 399 301 726 382 422
科学工学における教育施設 47 60 67 110 86 83 40
特別研究員、トレーニー及び
教育グラント 
844 783 843 937 950 1,048 1,042
科学工学に対する一般的支援 315 314 332 432 429 421 398
その他の科学工学活動 1,110 1,191 1,461 1,496 1,664 1,593 1,457
全連邦政府担保額 18,057 19,877 22,492 24,431 26,660 27,338 28,370
図表 4-38 米国の大学に対する科学工学に関する連邦政府担保額（obligations） 















 ② 米国的目的分類による日本の国立大学に対する政府研究開発支出の算出 














経常費用（単位：億円） 2004 年度 2005 年度 2006 年度
教育経費 1,040 1,153 1,237
研究経費 1,863 1,944 2,013




教育研究支援経費 576 592 600
受託研究費等 998 1,197 1,370
受託事業費 84 114 137
役員人件費 96 109 100
教員人件費 7,831 7,885 7,955
職員人件費 5,124 5,140 5,230
一般管理費 916 891 878
財務費用 338 308 321
雑損 2 4 7
経常費用合計 23,622 24,277 24,772






図表 4-12 の目的別内訳を考えればよいとも考えられる。 
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教育経費 - 1,040 1 1,152 9  1,229 
研究経費 - 1,863 15 1,929 78  1,935 
診療経費 4,284  - 4,455 0 4,437  20 
共同利用・ 
共同研究経費 
- - 0 485 0  468 
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教育研究支援経費 - - 16 576 1  599 
受託研究費 - - 57 1,139 81  1,288 
受託事業費 - - 8 106 12  125 
人件費 - - 3,000 10,134 3,121  10,164 
一般管理費 - - 54 837 65  813 
財務費用 - - 286 22 274  47 
雑損 - - 5 -1 2  5 
業務費用合計 7,722  15,901 7,898 16,379 8,079  16,693 
【業務収益】 
運営費交付金収益 1,540  10,115 1,476 9,996 1,467  9,983 
学生納付金収益 0  3,569 20 3,633 0  3,615 
附属病院収益 6,245  0 6,514 1 6,628  35 
受託研究等収益 - - 74 1,143 82  1,316 
受託事業等収益 - - 9 111 13  131 
寄附金収益 - - 58 479 63  507 
資産見返負債戻入 - - 48 962 53  901 
財務収益 - - 0 2 0  10 
施設費収益 - - 2 80 4  197 
補助金等収益 - - 5 59 2  89 
承継剰余金債務戻入 - - 0 1 0  0 
雑益 364  2,620 96 214 85  323 
業務収益合計 8,149  16,305 8,304 16,681 8,396  17,108 
図表 4-40 日本の国立大学のセグメント別業務費用及び業務収益（各国立大学の財務諸表附属明細書から作成） 
 





























研究費合計 9,591 12,105 (10,091)
図表 4-41 日本の国立大学に対する政府支出の目的別分類①（図表 4-12 及び各国立大学の財務諸表から作成） 
 













































（単位：億円） 2004 年度 2005 年度 2006 年度





















研究費合計 3,428 4,167 (4,180)
図表 4-43 日本の国立大学に対する政府支出の目的別分類②（図表 4-12 及び各国立大学の財務諸表から作成） 
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国立大学の場合と同じく、公立大学法人でも運営費交付金の寄与を産出できる（図表
4-44）。公立大学全体に占める公立大学法人の規模、公立大学に対する国からの競争的資
















図表 4-44 21 の公立大学法人に対する政府支出額の目的別分類② 















（単位：億円） 2004 年度 2005 年度 2006 年度





研究費合計 2,272 2,915 (2,933)
図表 4-45 日本の国立大学に対する政府支出の目的別分類③（図表 4-12 から作成） 
 
 ③ 米国的目的分類による日本の国立大学と米国の公的大学に対する政府研究開発 
支出の比較 
前述の①における米国の大学のデータ、及び②における考察から、日本の国立大学と米
国の公的大学に対する政府研究費支出額を比較すると、図表 4-46 及び図表 4-47 のように













- 3,428 4,167  (4,180) 
日本の大学が獲得した競争的資金のみを研究費と
みなす、研究に対する政府支出額（方法Ⅲ） 
- 2,272 2,915  (2,933) 
     
米国の公的大学 
（単位：百万ドル） 2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度 
公的大学に対する政府研究支出額 17,666 19,544 20,547 21,177 
図表 4-46 日本の国立大学と米国の公的大学の研究に対する政府支出額比較 
（米国は図表 4-36、日本は図表 4-41、図表 4-43、及び図表 4-45 から作成） 
 
2004 年度 2005 年度 2006 年度
日本の国立大学における研究・教育・診療の物件費の割合から研
究経費を按分した、研究に対する政府支出額（方法Ⅰ） 








/ 米国の公的大学に対する政府研究支出額  
0.13 0.16 (0.16)
図表 4-47 日本の国立大学と米国の公的大学の研究に対する米国式政府支出額の比（図表 4-46 から作成。通貨換
算は IMF, International Financial Statistics Yearbook 2007 による） 
 

























































変更された。そのため、両国において 2004 年度以降と 90 年代との接続性は低下している
と思われる。 
しかし、以上の調査の結果、国公私立大学に対する国及び地方からの政府支出全体









   日本（国公立大学：1999 年度）/米国（州立大学  ：1996 年度）＝0.30 
   日本（国公立大学：2004 年度）/米国（公的大学※：2004 年度）＝0.20 
※ 公的大学：連邦政府の国防関係の大学を含むものの、大部分は州立大学である。 
 
   日本（  私立大学：1997 年度）/米国（私立大学  ：1995 年度）＝0.30 





















2004 年度 2005 年度 2006 年度
日本の国立大学に対する政府研究支出額【方法Ⅰ】 
/ 米国の公的大学に対する政府研究支出額  0.53 0.65 (0.55)
日本の国立大学に対する政府研究支出額【方法Ⅱ】 
/ 米国の公的大学に対する政府研究支出額  0.19 0.22 (0.23)
日本の国立大学に対する政府研究支出額【方法Ⅲ】 
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